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Ⅸ 地球温暖化

１ 地球温暖化の概要

地球は、太陽光が地表面に届くことよって暖められています。同時に、その暖められた地表面の熱を、

宇宙空間に放出することによって冷やされています。そして、地球の大気中には、二酸化炭素（ＣＯ２）や

メタン（ＣＨ４）等の熱を吸収する気体（温室効果ガス）が含まれており、温室効果ガスが、地球の熱の吸

収と放出のバランスを適度に保つことにより、長い間、地球の気温は、我々人類や野生生物にとって暮ら

しやすい温度に保たれてきました。

しかし、１８世紀半ばに始まった産業革命以降、石炭、石油等の化石燃料の大量消費等により、大気中

の温室効果ガス濃度は、急激に上昇しました。これにより、地表面から放出される熱が、宇宙空間へ逃が

されることなく大気中にとどまりやすくなり、その結果、地球の平均気温が上昇しています。これが、地

球温暖化です。

地球温暖化が進行すると、気候システムのバランスが崩れて、異常気象の頻発、極地及び高山地の氷の

融解による海面上昇等を引き起こすと予測され、人類の生活環境や自然の生態系に深刻な影響が生じるお

それがあると言われています。

（図Ⅸ－１） 温室効果の模式図（気象庁ウェブサイトより）

２ 地球温暖化の現状

地球温暖化に関する科学的知見の集約と評価を行うための政府間機構である気候変動に関する政府間パ

ネル（ＩＰＣＣ）は、２０１４年に取りまとめた第５次評価報告書統合報告書（ＡＲ５）において、「気候

システムに対する人為的影響は明らかであり、近年の人為起源の温室効果ガス排出量は史上最高となって

いる。」、「気候システムの温暖化には疑う余地がなく、また１９５０年代以降、観測された変化の多くは数

十年から数千年間にわたり前例のないものである。大気と海洋は温暖化し、雪氷の量は減少し、海面水位

は上昇している。」と報告しています。

また、ＡＲ５では、１９８３年から２０１２までの３０年間は、過去１４００年において最も高温の３

０年間であった可能性が高く、１８８０年から２０１２年までの約１３０年間に、地球の平均気温は、約

０．８５℃上昇していることを報告しています。そして、今後、温室効果ガスの排出量を大幅に削減した

場合は、今世紀末までに、地球の平均気温は、約０．３～１．７℃の上昇に抑えられると予測しています

が、一方で、このまま温室効果ガス排出量の高い状態が続いた場合は、今世紀末までに、地球の平均気温

は、約２．６～４．８℃上昇すると予測しています。
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（図Ⅸ－２） 地球全体の二酸化炭素の経年変化（気象庁ウェブサイトより）

（図Ⅸ－３） 世界の年平均気温偏差（気象庁ウェブサイトより）

更に、２０１８年１０月には、ＡＲ５以降の最新の科学的知見として、「１．５℃の地球温暖化：気候変

動の脅威への世界的な対応の強化、持続可能な開発及び貧困撲滅への努力の文脈における、工業化以前の

水準から１．５℃の地球温暖化による影響及び関連する地球全体での温室効果ガス排出経路に関するＩＰ

ＣＣ特別報告書」が公表されています。報告書では、現在の進行速度で地球温暖化が続けば、２０３０年

から２０５２年までの間に、工業化以前の水準から１．５℃の気温上昇に達する可能性が高いこと、１．

５℃と２℃の気温上昇との間には、生じる影響に有意な違いがあること、気温上昇が１．５℃を大きく超

えないためには、２０５０年前後の世界の二酸化炭素排出量を正味ゼロにする必要があることなどが示さ

れています。
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廿日市市には、気象庁による廿日市津田観測所が設置されており、気温、降水量等の観測が行われてい

ます。廿日市津田観測所及び隣接する広島市に設置されている広島観測所における年平均気温の推移は、

（図Ⅸ－４）のとおりです。図には、毎年の観測値に加え、変動傾向をわかりやすくするため５年ごとの

移動平均値も示しています。

廿日市津田観測所の平均気温の推移を見ると、１９８８年から２０２０年までの間で、約１℃上昇して

います。また、広島観測所でも、同じ期間で、約０．５℃上昇しており、地球温暖化の傾向は、本市周辺

においても、確認することができます。

（図Ⅸ－４） 広島及び廿日市津田における年平均気温の推移

廿日市市における２０１８年度の二酸化炭素排出量は、１，２８０千ｔ－ＣＯ２と推計され、２００５年

度比で５．６％減少しています（表Ⅸ－１）。

部門別の内訳では、産業部門の二酸化炭素排出量が６６０千ｔ－ＣＯ２と最も多く、全体の構成比では

５１．６％を占めています。以下、運輸部門、家庭部門、業務その他部門と続いています。

部門別の増減率を見ると、運輸部門の増加率が高くなっています。

（表Ⅸ－１） 廿日市市の部門別二酸化炭素排出量の現況推計

（単位：千ｔ－ＣＯ２）

※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

（資料：環境省）

分 類 ２００５年度 ２０１８年度 増減率

産業部門 722 660 － 8.6 ％

運輸部門 253 268 ＋ 5.9 ％

業務その他部門 187 170 － 9.1 ％

家庭部門 190 177 － 6.8 ％

一般廃棄物 5 5 ± 0 ％

合 計 1,356 1,280 － 5.6 ％
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こうした地球や人類にとっての危機である地球温暖化を解決に導くため、これまで国際的な枠組みにつ

いて、様々な議論が行われています。

国連の下、１９９２年に採択された「気候変動に関する国際連合枠組条約」は、地球温暖化防止のため

の国際的な枠組みであり、究極的な目的として、温室効果ガスの大気中濃度を、自然の生態系や人類に危

険な悪影響を及ぼさない水準で安定化させることを掲げています。同条約に基づき、１９９５年以降、毎

年、気候変動枠組条約締約国会議が開催され、具体的な方策が検討されています。

１９９７年に、京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で採択された京都議

定書では、先進国に対して法的拘束力のある温室効果ガス排出量の削減目標が設定されたほか、国際的な

協調により温室効果ガス排出量の削減を促進する仕組み（京都メカニズム）が導入されました。京都議定

書で定められた日本の温室効果ガスの削減目標は、２００８から２０１２年までの５年間の平均排出量を、

基準年（二酸化炭素については１９９０年）に比べて６％削減することでしたが、様々な取組の結果、こ

の目標は達成されました。

写真 ＣＯＰ３（地球温暖化防止京都会議）本会議場

（全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイトより（http://www.jccca.org/)）

その後、２０１５年にフランスのパリで開催された気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）

では、気候変動に関する２０２０年以降の新たな国際的な枠組みである｢パリ協定｣が採択されています。

パリ協定には、世界共通の長期目標として、産業革命前からの気温上昇を２℃未満に抑えること明記さ

れ、１．５℃未満に抑えることも努力目標として掲げられています。その他、主要排出国を含む全ての国

が温室効果ガス排出量の削減目標を、５年ごとに提出・更新することが義務付けられるとともに、その目

標は従前の目標からの前進を示すことなどが定められています。

また、「今世紀後半には、温室効果ガスの人為的な排出と吸収源による除去の均衡を達成するよう、排出

ピークをできるだけ早期に迎え、最新の科学に従って急激に削減すること」が世界全体の目標として掲げ

られています。

我が国においては、２０１５年７月１７日に開催した地球温暖化対策推進本部において、中期的な削減

目標として、２０３０年度の温室効果ガス削減目標を、２０１３年度比で２６．０％削減するとの内容を

含む「日本の約束草案」を決定し、同日付で国連の気候変動枠組条約事務局に提出しました。

２０１６年５月１３日に閣議決定された「地球温暖化対策計画」では、２０３０年度の削減目標の達成

に向けて着実に取り組むことに加え、２０５０年度までに温室効果ガスを８０％削減する長期的目標が示

されています。

また、国では、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」を、２０１９年６月１１日に閣議決定し、

同年６月２６日に、国連の気候変動枠組条約事務局に提出しました。この戦略では、基本的な考え方（ビ

ジョン）として、「最終到達点の『脱炭素社会』を掲げ、それ野心的に今世紀後半できるだけ早期に実現す
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ことを目指すとともに、２０５０年までに８０％の温室効果ガスの削減に大胆に取り組む」としています。

そして、国は、２０２０年３月３０日に、パリ協定に基づく日本のＮＤＣ（国の決定する貢献）を地球

温暖化対策推進本部で決定し、同年３月３１日に、国連の気候変動枠組条約事務局に提出しています。こ

の日本のＮＤＣでは、「日本の約束草案」で示した現在の中期目標（２０３０年度２６％削減（２０１３年

度比））を確実に達成するとともに、更なる削減努力を追求すること、２０５０年にできるだけ近い時期に

脱炭素社会を実現できるよう努力していくことなどが示されています。

こうした中、２０２０年１０月、第２０３回臨時国会の所信表明演説において、菅義偉内閣総理大臣が、

「２０５０年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち２０５０年カーボンニュー

トラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しました。

これらの目標を達成するためには、市民一人一人が現在の状況を認識し、市民生活や事業活動おいて、

さらに環境負荷の少ない持続可能なまちづくりをすすめていく必要があります。

※ 本章（Ⅸ 地球温暖化）では、原典等において、西暦表示が多用されているため、年号の表記を西暦で

行っています。




